
 
 

 

 令 和 ２年 ６月 24 日 （水 ） 

国土交通省 佐伯河川国道事務所 

 

洪水時の避難に繋がる防災情報発信の取組について 
～～YouTube での河川ライブ映像の配信開始など～～ 

 

九州地方整備局では、洪水時の避難に繋がる防災情報の発信の取組を推進 

してきましたが、本出水期より、新たな防災情報の発信を開始しました。 

 佐伯河川国道事務所においても、番匠川水系で５地点発信しています。 

 
○ 平成３０年７月豪雨をはじめ、近年各地で大水害が発生していることを受け、「施設では防ぎ

きれない大洪水は必ず発生するもの」へ意識を変革し、社会全体で洪水に備える「水防災意

識社会」を再構築する取組をさらに充実し、加速するための緊急行動計画に基づき、被害の防

止又は軽減に繋がるハード・ソフト対策についての取組を推進しているところです。 

 

○ 本出水期より、洪水時の避難に繋がる新たな防災情報の発信を開始しました。 

  ※九州管内の直轄河川全２０水系で運用を開始。 

  ※番匠川水系でも５地点発信中 

 

１． 【新規】Ｙｏｕｔｕｂｅでの河川ライブ映像の配信により、洪水時の災害の切迫性を伝える 

・これまで河川の映像については、静止画のみ公開していましたが、リアリティーのある映

像を伝達するため、Ｙｏｕｔｕｂｅによるライブ動画の配信を開始しました。 
 

２． 【拡充】簡易型河川監視カメラにより、身近な箇所の河川状況を把握 

・これまで代表的な箇所に設置していた河川監視カメラに加え、令和２年５月末時点で７３

箇所（令和２年度中に更に７８箇所を追加予定）の簡易型河川監視カメラを新たに設置し、

より身近な河川の状況を画像で把握することが出来ます。 

・佐伯河川国道事務所においては、簡易型河川監視カメラ（9 箇所）は令和元年度に設置

済みです。 

 

３． 緊急速報メールを活用した洪水情報のプッシュ型配信 

・平成２９年度に配信を開始しましたが、発信情報を絞り込み、危機感が的確に伝わるよう

にしました。 

 

【問い合わせ】国土交通省 九州地方整備局 佐伯河川国道事務所  

       技術副所長   東田 慎一  電話 0972-22-1880（内線 204） 

            調査課長    藤原 吉洋  電話 0972-22-1880（内線 351） 

 

 

 



YouTubeによるリアリティーのある河川映像の伝達

○ 九州管内の直轄河川２０水系において新たにYouTubeによる河川ライブ映像の配信を開始。

○ 住民に対して各河川の状況についてリアリティーのある映像を伝達しており、番匠川水系
では５地点となります。

整備局名 対象河川 カメラ数
配信
開始日

北海道開発局
13水系14河川

（天塩川水系天塩川他）
14

令和元年
8月16日

近畿地方整備局
9水系15河川

（由良川水系由良川他）
16

令和元年
6月17日

中国地方整備局
2水系4河川

（高梁川水系高梁川他）
4

令和元年
7月31日

四国地方整備局
1水系2河川
（肱川水系）

4
令和元年
10月31日

九州地方整備局 20水系74河川 310
令和２年
6月5日

YouTubeによる河川ライブ映像配信

■現在配信中のYouTubeサイト

北海道開発局 近畿地方整備局
中国地方整備局

九州地方整備局

ライブ

四国地方整備局
【太田川】【高梁川】



機密性２情報

簡易型河川監視カメラ画像の提供



携帯電話事業者

（NTTﾄﾞｺﾓ、KDDI・沖縄ｾﾙﾗｰ、

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ（ﾜｲﾓﾊﾞｲﾙ含む））

緊急速報メールを活用した洪水情報のプッシュ型配信

河川管理者（国）
・気象庁

洪水予報作成・発表
（地方整備局）

一般住民

緊急速報メール洪水情報

～九州内の国管理河川 全２０水系８７市町村へ洪水情報を配信～

【緊急速報メール】洪水情報のプッシュ型配信イメージ

※今回のメール配信は、国土交通省が発信元となり、携帯電話事業者が提供する「緊急速報メール」の
サービスを活用して洪水情報を携帯電話ユーザーへ周知するものであり、洪水時に住民の主体的な
避難を促進する取組みとして国土交通省が実施するものです。

国土交通省では、洪水時に住民の主体的な避難を促進するため、平成２８年９月
から、緊急速報メールを活用した洪水情報のプッシュ型配信※に取り組んでいます。
九州地方整備局では、平成２９年５月１日より一部の水系で、平成３０年５月１

日より国管理河川の全２０水系で配信を開始しています。
（令和２年４月１日現在２０水系８７市町村で配信）
佐伯河川国道事務所は番匠川水系番匠川が該当します。
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